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第 4 章と第 5 章では、説明変数としてインテグラル・アーキテクチャ度に加えて労働分配
率（労働集約度の指標）も考慮した回帰モデルを検討した。つまり、労働集約度を基本とす
る従来型の貿易モデルに対する、 アーキテクチャ指標の追加的な説明力を検討したわけであ
る。第 4 章では組立製品、第 5 章ではプロセス製品を検討した。以上に基づき、第 6 章では
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を測定する方法を提案することにしよう。 
アーキテクチャの測定の方法としては、少なくとも以下の 3 つのアプローチがある。第 1
に、各製品ごとに機能要素と構造要素の間の技術的な相互依存関係を問い、その相互依存性
の強さで「インテグラル・アーキテクチャ度」 （あるいはその逆の「モジュラー・アーキテ
クチャ度」 ）を測定する「機能・構造関係アプローチ」がある。第 2 に、構造要素（部品）
およびその間の結合部分（インターフェース）に着目し、部品本体やインターフェースの設
計の「製品特殊性」あるいはその逆の「標準化・共通化度」を測定する「インターフェース・





















また、13 番目の項目として、それらの総合評価について聞いた。以下にその 12 の質問項目
を列挙する
1。 
                                                      
1  具体的な設問の仕方は以下の通りである。 「当該製品の内部アーキテクチャについてお伺いします。 
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＜調査票 2 設問 1 について＞ 































せ」 、逆ならば「モジュラー＝組み合わせ」に近いということです。 」  
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調査票の設問 1 の 12 の質問は（1）～（8）までの質問は部品の機能と構造とインターフ
ェースの関係を問うた質問（ただし、質問（7） （8）については生産工程アーキテクチャの






表 1 に示すのは、組立製品 173 製品に対する主成分分析の結果である。累積寄与率 0.51
の段階で 2 つの主成分が抽出された。 
 
第一主成分は（1）～（8） 、第二主成分は（9）～（12）によって構成されている。累積寄
表 1  主成分分析（1） 
  第一主成分 第二主成分
累積寄与率 0.39   0.51  
1(1)  0.786   0.113  
1(2)  0.630   0.210  
1(3)  0.576 0.056   
1(4)  0.698   0.244  
1(5)  0.675 0.203   
1(6)  0.503   0.293  
1(7)  0.540   0.238 
1(8)  0.663   0.201  
1(9) 0.252    0.672  
1(10) 0.238 0.776  
1(11) 0.266    0.664  
1(12) 0.071    0.869  
出所)東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター  
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1～5 の 5 段階数値回答だが、 それぞれの数値に以下の意味を付して回答を求めた。 但し、 （13）
総合評価では、 「どちらともいえない」という態度保留的な回答が集中する事態を避けるた
め回答 3 を避けるよう回答者にもとめた。 
5： 「インテグラル＝擦り合わせ」全くその通り、 
4： 「インテグラル＝擦り合わせ」やや近い 













X 軸、第二主成分を Y 軸としてマップすると図 1 に示したようになる。この図で Q1 は設問
1.の質問（1）であり、以下 Q12.は質問（12）に相当する。図から第一主成分と第二主成分 













は寄与率 0.43 で質問（10） （11)（12）によって構成されており、第二主成分は寄与率 0.27
で質問（7） （8） （9）から構成されている。累積寄与率の下段 1（7）～1（12）は質問票問 1
の（7）～（12）の質問の成分行列（バリマックス回転後）を示している。 





















































表 2  主成分分析（2） 
  第一主成分 第二主成分
累積寄与率 0.43 0.71 
1(7)  －0.037  0.711 
1(8) 0.033 0.850 
1(9) 0.497 0.629 
1(10)  0.887 0.117 
1(11)  0.818  －0.331 
1(12)  0.833 0.307 
出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センタ 





後） の第一主成分を X 軸、 第二主成分を Y 軸としてマップすると図 2 に示したようになる。 
 







































図 2  主成分マップ（プロセス製品）  
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2．アーキテクチャ・スペクトルと製品特性 
（1）組立製品のアーキテクチャ・スペクトル 
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2.290 であり最も小さい値は製品№173 で-3.469 である。インテグラル・アーキテクチャ度の
高い製品から順番に 5 製品ずつ品目名称を整理したものを表 3 に示した
2。表 3 で組立製品
のアーキテクチャ・スペクトルの製品特性を見てみよう。 

























                                                      
2  品目名称とは経済産業省が、 「生産動態統計」や「鉱工業生産指数」の産業分類・品目分
類で使用している最も細かい産業・品目分類名称である。  
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表 3  インテグラル・アーキテクチャ度と品目名称（組立製品） 
（１）インテグラル・アーキテクチャ度の数値の高い製品の品目名称
製品ＮＯ 品目名称
1-5 プレイバックロボット, 携帯電話, カラーロールフィルム, 乗用車用エア
コン, 電子交換機（ルータ）
2.290 - 1.309
5-10 液晶テレビ, その他の集積回路（写真プリンタープロセッサー）, シャ
シー・車体部品（自動車部品）, 普通乗用車, 小型乗用車
1.303 - 1.207
11-15 二輪自動車（125ml超）, 外部記憶装置（医療機器CR), 入出力装置
（医療機器イメージャー）, 小型乗用車, 普通乗用車
1.207 - 1.124
16-20 精密測定機, 磁気テープ, その他の半導体部品（フォトマスク）, スイッ
チ, 外部記憶装置
1.110 - 1.032
21-25 乗用車用エアコン, 機関部品（自動車部品）, 軸受, その他の回転電気
機械（原子力プラント）, 製版機械
1.016 - 1.016
26-30 一般用エンジン発電機, 機関部品（自動車部品）, 端末装置, 一般用蒸
気タービン, 小形電動機
0.959 - 0.908
31-35 射出成形機, その他の電子部品（液晶用カラーフィルター）, 舶用
ディーゼル機関, はん用内燃機関, シャシー・車体部品（自動車部品）
0.845 - 0.825




41-45 半導体・ＩＣ測定器, はん用内燃機関, コネクタ, 小型乗用車, 普通乗用
車
0.728 - 0.703
46-50 普通トラック, 小型トラック, 機関部品, 小型乗用車, 普通乗用車 0.703 - 0.703




56-60 クレーン, 機関部品（自動車部品）, フォークリフトトラック, その他の無
機化学工業製品（浄水器）, その他の航空機部分品（エンジン）
0.648 - 0.592
61-65 電気冷蔵庫, 水晶振動子, 機関部品, 工業用ゴム製品, 駆動伝導・操
縦装置部品（自動車部品）
0.587 - 0.530
66-70 印刷機械, 電磁リレー, 一般用蒸気タービン, その他のファインセラミッ
クス, その他の写真感光材料
0.502 - 0.479
71-75 受託開発ソフトウエア, ウレタンフォーム, 機関部品, 油圧機器, 懸架制
動装置部品（自動車部品）
0.440 - 0.371
76-80 懸架制動装置部品（自動車部品）, 車両交通システム, その他の電子
部品, 携帯電話, 電気測定器
0.359 - 0.277
81-85 工業用ゴム製品, 入出力装置, 水管ボイラ, 橋りょう, 乗用車用エアコ
ン
0.271 - 0.187
86-90 懸架制動装置部品（自動車部品）, プラスチック製フィルム・シート, 電
子回路基板, 電子レンジ, その他の紙
0.143 - 0.069
91-95 カラーテレビ, プラスチック製パイプ, 合成繊維織物（長繊維）, その他
の電池, 電気洗濯機
0.065 - 0.048
96-100 圧縮機, エレベータ, 反応用機器, その他の化学機械, その他の航空
機部分品
0.046 - -0.013
101-105 プラスチック製板, 駆動伝導・操縦装置部品（自動車部品）, ショベル系
掘削機械, , カラー印画紙
-0.040 - -0.114



















表 3  インテグラル・アーキテクチャ度と品目名称（組立製品、続き） 
（3）インテグラル・アーキテクチャ度の数値の低い製品の品目名称
製品ＮＯ 品目名称
111-115 ＤＶＤ－ビデオ, シャシー・車体部品, デジタルカメラ, 二輪自動車
（125ml以下）, ファクシミリ
-0.208 - -0.241
116-120 パッケージ形エアコン, 鋼船, 鋼船, モジュラー装着機, セパレート
形エアコン
-0.304 - -0.389
121-125 フラットパネル・ディスプレイ製造装置, 研削盤, 機関部品（自動車
部品）, その他の民生用電気機械, カラーロールフィルム
-0.390 - -0.455




131-135 自動立体倉庫装置, フォークリフトトラック, 分離機器, ゴムホース,
水管ボイラ
-0.504 - -0.586
136-140 ビデオカメラ, 工業用ゴム製品, プログラマブルコントローラ, 自動
車用タイヤ, 自動車用タイヤ
-0.593 - -0.698
141-145 ＰＨＳ, シャシー・車体部品（自動車部品）, はん用コンピュータ, そ
の他の食料品, その他の電子部品
-0.739 - -0.849
146-150 水晶振動子（デバイス）, その他の食料品, マシニングセンタ, 強化
プラスチック製品, 受託開発ソフトウエア
-0.868 - -1.077
151-155 カーナビゲーション, ポンプ, その他の調味料, 冷凍調理食品, 機械
式駐車装置
-1.148 - -1.386
156-160 電子回路基板, 安全ガラス, カーステレオ, 一般用蒸気タービン, 電
気測定器
-1.475 - -1.735
161-165 パーソナルコンピュータ, 橋りょう, パーソナルコンピュータ, 固定コ
ンデンサ, 受託開発ソフトウエア
-1.790 - -2.064
166-170 電力変換装置, 週刊誌, コンデンシングユニット, セパレート形エア
コン, ゴムベルト
-2.071 - -2.673
171-173 板ガラス, 鋼船, その他の機械工具 -2.747 - -3.469
インテグラル・アー
キテクチャ度 




次に、プロセス製品（81 製品）のアーキテクチャ・スペクトルを図 4 に示す。プロセス
製品の中で、最もインテグラル・アーキテクチャ度の大きい値（インテグラル度の高い値）




称を整理したものを表 4 に示した。 表 4 でプロセス製品のアーキテクチャ・スペクトルの製
品特性を見てみよう。 
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品である傾向があるといえる。 
図 4  アーキテクチャ・スペクトル（2）（プロセス製品）  

































出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター

















次に、 以上のように測定・構成された 「インテグラル・アーキテクチャ度」 指標を用いて、






表 4  インテグラル・アーキテクチャ度と品目名称（プロセス製品） 
製品ＮＯ 品目名称
1-5 銅電線, 炭素繊維, 合成繊維（長繊維）, ガラス基礎製品, 合成ゴム 1.503 - 1.325
6-10 普通鋼鋼板, その他の食料品, 特殊鋼切削工具, 特殊鋼切削工具,
板ガラス
1.323 - 1.291
11-15 プラスチック製建材, ガラス基礎製品, ポリスチレン, 特殊鋼熱間圧
延鋼材, その他の半導体部品
1.263 - 1.049
16-20 シャシー・車体部品, 超硬チップ, 発泡プラスチック製品, その他の
ファインセラミックス, 懸架制動装置部品
1.038 - 0.671
21-25 エポキシ樹脂, 耐火れんが, その他のプラスチック, アルミニウム圧
延製品, 電気銅
0.665 - 0.565
26-30 ブリキ, 不織布, ガラス短繊維製品, 特殊鋼熱間圧延鋼材, 医薬品 0.543 - 0.459
31-35 医薬品, 合成繊維（長繊維）, その他の非鉄金属地金, 普通鋼線材,
懸架制動装置部品
0.459 - 0.343
36-40 機関部品, 駆動伝導・操縦装置部品, ポリアミド系樹脂成形材料,
ふっ素樹脂, プラスチック製フィルム・シート
0.343 - 0.293
41-45 セメント, 合成繊維（長繊維）, その他の半導体部品, ガラス基礎製
品, か性ソーダ
0.221 - -0.035
46-50 塩化ビニル樹脂, その他の半導体部品, ポリスチレン, ウイスキー,
医薬品
-0.035 - -0.228
51-55 特殊鋼切削工具, ウイスキー, 電子回路基板, 粉末や金製機械材
料, か性ソーダ
-0.258 - -0.423
56-60 皮膚用化粧品, 粉末や金製機械材料, ビール, 銅電線, フェノール樹
脂
-0.491 - -0.533
61-65 発泡酒, 小形電動機, フェノール樹脂, その他酒類（果実酒）, 医薬品 -0.561 - -0.795
66-70 普通鋼鋼板, コーヒー・茶系飲料, 身体洗浄剤, コーヒー・茶系飲料,
食用油
-0.798 - -1.109
71-75 その他酒類（果実酒）, 身体洗浄剤, 身体洗浄剤, ティンフリースチー
ル, 飲料用アルミニウム缶
-1.199 - -1.690
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いた組立製品 173 製品と、プロセス製品 81 製品である。 








製品のうち 31 製品、プロセス製品では 81 製品中 14 製品あり、これらは回帰分析のサンプ
ルから外した。また、残りのサンプルのうち、明らかに輸出を考慮していない製品が 9 サン
プルあり（例えば、ソフトウエア製品を含む国内向け製品） 、これも回帰分析の対象から外



























  出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター
弱い  インテグラル・アーキテクチャ度 強い  








Y=  0.0871＊X＋0.186   （ N=67、決定係数：0.133） 
(3.33) (7.05) 









Y=  0.0057＊X2＋0.333   （ N=133、決定係数：0.0003） 
(0.217) (12.5) 
Y=  0.0739＊X1＋0.0256＊X2＋0.336   （ N=133、決定係数：0.046） 




















弱い  インテグラル・アーキテクチャ度  強い
◆輸出比率 
出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター  
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(2.88) (0.238)  (13.0) 
（プロセス製品） 
（Y：輸出比率、Z2：第二主成分ファクター、Z1：インテグラル・アーキテクチャ度）  
Y=  0.0094＊Z2＋0.177   （ N=67、決定係数：0.0004） 
(0.179) (6.23) 
Y=  0.1135＊Z1＋(－0.0973)＊Z2＋0.187   （ N=67、決定係数：0.159） 
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（Y：海外販売比率、X：インテグラル・アーキテクチャ度） 








た組立製品の決定係数が、輸出比率の回帰分析結果より 0.02 ポイント上がっている。 
4．説明変数への労働分配率の追加（組立製品について） 
本論ではここまで、藤本（2003, 2004, 2005）で指摘した、 「統合型ものづくり」の組織能
力を戦後に構築してきた多くの日本企業は「擦り合わせ型」の製品と相性が良く、したがっ













（1）  製品売上高 
（2）  製品の購入原材料費 
（3）  製品の外注費 
（4）  製品の総雇用者支払い賃金 
付加価値額、労働分配率、資本分配率は以下の計算式から定義した。 
製品付加価値額＝製品売上高－製品の購入原材料費－製品の外注費  











いとの回答が多かったためである。組立製品では輸出比率分析の 133 サンプルから 77 サン






























パート比率(2000年度 ) パート比率(2003年度 )
出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター  
  - 23 -
図 7 は輸出比率の回帰分析に採用している組立製品の「派遣社員・パート」比率の図であ






（％） ） を問うている。 この質問に対する回答を用い、 以下の手順でデータセットを調整して、
労働分配率データとした。 
手順 1：派遣・パート比率が 30％以下の製品は、アンケート回答どおりのデータを使う。  




サンプル平均値は 800 万円／人であり、300 万円以下となる製品は、正社員
より賃金率の低い派遣・パートへの支払い賃金と、従業員数にも派遣・パー
ト人数が含まれている可能性が高いと考えるためである。 手順 2 により欠損
となるデータは、組立製品 4 サンプル、プロセス製品では 0 サンプルであっ
た。 












Y=  0.1310＊X＋0.236＋  0.770＊R1   （ N=52、決定係数：0.178 
(2.78) (3.75)  (2.43)  






































出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター
弱い 
強い 
図 8  輸出比率とインテグラル・アーキテクチャ度の散布図（組立製品：52 サンプル） 
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Y=  0.2056＊R2＋0.1268   （ N=43、決定係数：0.005） 























出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター 




Y=  0.1195＊X＋0.194＋(－0.0314)＊R2   （ N=43、決定係数：0.307） 












を説明変数としたときの回帰分析結果をまとめたものが表 5 である。 





















出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター
弱い  強い  




係数は式番号 3 が 1％水準で有意、労働集約度の回帰係数は式番号 2,3 で 5％水準で有意で
ある。決定係数は、式番号 3 では 0.178 まで高まっている。 
プロセス製品では、インテグラル・アーキテクチャ度の回帰係数の符号はプラスで、統計
的検定も有意の 1％水準であるが、労働集約度の回帰係数は推定結果が不安定であり、統計













クスについては補論 2 を参照） 。 しかし、 労働力には長期雇用が醸成する多能工的労働力と、










1 輸出比率 0.1221 0.358 0.091 52
(2.48)
* (8.94)
2 輸出比率 0.702 0.267 0.062 52
(2.01)
* (4.04)




4 輸出比率 0.1184 0.1888 0.324 43
(4.06)
** (6.84)
5 輸出比率 0.2056 0.1268 0.005 43
(0.88) (6.84)











出所）東京大学 21 世紀 COE ものづくり経営研究センター 


















































のない工場立地の決定を行う上でも必要ではなかろうか。  （了） 
 










                                                      
3 「日本企業のアーキテクチャ戦略に関する調査」 の企業アンケート調査の実施については、
質問表の作成は、藤本隆宏（東京大学大学院経済学研究科教授）が全体指導し作成した。アンケートの送

















ラスの 33 社であり、2005 年 1 月末日にアンケート回収が終了した。製品向けアンケートの
回答は、各社によって回答製品数が異なるが、合計 256 製品におよび、そのうち製造業では
ないソフトウエア会社の 2 製品を除くと 254 製品である。 したがって 1 社あたりの平均回答
数は約 7.8 製品である。 
アンケート対象 256 製品を、経済産業省の産業分類で見てみると、以下の 10 産業に区分
される。 
（1） 鉄鋼・金属製品工業（18 製品） 
（2） 一般機械工業（40 製品） 
（3） 電気・情報通信機械工業（41 製品） 
（4） 電子部品・半導体部品（19 製品） 
（5） 自動車・自動車部品工業（39 製品、うち自動車は 10 製品） 
（6） その他の輸送機械工業（12 製品） 
（7） 精密機械工業（2 製品） 
（8） 窯業・土石・化学工業（48 製品） 
（9） 紙・繊維・食品工業・その他工業（32 製品） 
（10）  ソフトウエア・その他産業（5 製品） 
なお本稿の記述では、企業は企業コードで表記し、製品については企業コード・製品ナン
バーか、あるいは経済産業省生産動態調査の品目分類名称で表記した。これは企業アンケー 




補論 2  製品アーキテクチャの実証分析結果と「レオンチェフ・パラドックス」 
国際貿易論に基づく輸出競争力と、製品アーキテクチャ、生産要素との関連を見る実証分
析結果において、統計的検定で有意な結果が得られたのは表 3 の式番号 1、すなわち被説明













厚見博（1959） 、 「レオンチェフ逆説と日本貿易の構造―第 2 次研究報告」金森久雄編、 『貿
易と国際収支（リーディングス日本経済論） 』日本経済新聞社、1970 年、②櫻井紀久「貿易
パターンの変化と要素蓄積  ―G5 諸国に関するレオンチェフ・パラドックスの検証―」 （電
力中央研究所報告：平成 9 年）を見出した。 

















  - 32 -
文献①建元正弘、市村真一、厚見博（1959） 「レオンチェフ逆説と日本貿易の構造―第 2
次研究報告」が示唆するのは、以下である。 
通商産業省の 29 部門の産業連関表 （1951 年） を使って、 日本の輸出及び競争輸入置換 100
万円当りの資本・労働必要量を計算し、纏めたものが補論表 1 に示される。 
 
表中の（γ）で示された係数が、レオンチェフの言う「比較資本・労働集約度指数」に相














②櫻井紀久「貿易パターンの変化と要素蓄積  ―G5 諸国に関するレオンチェフ・パラド
ックスの検証－」 （電力中央研究所報告：平成 9 年）では、OECD の産業連関表（主要 10 カ
国）と貿易データを用いている。論文の内容は以下の 3 点に要約できる。 
（1）生産要素を労働、物的資本、人的資本、知識資本の 4 要素で定義して、各国の生産資
補論表 1  日本の輸出及び競争輸入置換 100 万円当りの資本・労働必要量 
資本（α） 労働（β） （α）/（β） （γ）
日本　1951年 (1951　円） （年　人員）
　輸出 1,385,780 5.520 251,047
　競争輸入 1,330,926 8.233 161,657
アメリカ　1947年 (1947　ドル） （年　人員）
　輸出 2,550,780 182.313 13,992




告」金森久雄編、 『貿易と国際収支（リーディングス日本経済論） 』日本経済新聞社、1970 年。 
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補論 3  不均一分散と多重共線性について
6 
多重回帰モデルを推定する場合、 誤差項 i u は互いに独立な同一の分布を持つ撹乱項とする
                                                      
6  不均一分散と多重共線性については、豊田利久、太谷一博、小川一夫、長谷川光、谷崎久志「基本統計学（第
2 版） 」 （東洋経済新報社、2002 年）を参照した。  








散が他の変数（例えば、 i Z ）に依存する場合がある。例えば、消費の場合、所得や資産に
応じて分散は大きくなる可能性がある。 
本稿の輸出比率と関連データのデータセットは、 特定企業の特定製品のアンケートデータ
であるため、例えば A 社の B 製品は輸出比率が 10％であるが、C 社の B 製品は輸出比率が




補論 4 では、組立製品の輸出比率の多重回帰モデルのうち、 
Y（輸出比率）＝F（X1:インテグラル・アーキテクチャ度、X2:労働集約度） 
の不均一分散について検定する。 
6 章実証分析のまとめ―表 5 の式番号 3 の回帰分析は以下の通りである。 
（組立製品の場合：輸出比率） 
（Y：輸出比率、X：インテグラル・アーキテクチャ度、R1：労働分配率） 
Y=  0.1569＊X＋0.207＋  0.819＊R1   （ N=52、決定係数：0.236） 
(3.40)  (3.44) (2.74) 
（注）回帰係数の下段（  ）内は t-値、N はサンプル数 
（自由度 50 のｔ-分布の 1％点はｔ-値＝2.70 であるから、回帰係数は 1％水準で有意） 
（1）推定結果の残差出力 
推定結果の残差、標準残差は補論図 1,2 の通りである。 
標準残差については、－3＜標準残差 i  ＜3、の範囲であり、特に異常値は見当たらない。   




















1 3 5 7 9 1 11 31 51 71 92 12 32 52 72 93 13 33 53 73 94 14 34 54 74 95 1
データNO
標準残差










1 3 5 7 9 1 11 31 51 71 92 12 32 52 72 93 13 33 53 73 94 14 34 54 74 95 1
データNO
残差
補論図 1  推定結果の残差マップ  







誤差項 t u の分散
2
t δ が、変数 t Z に依存して、
2 2 2
t t Z ∗ =





























補論図 4  説明変数（労働集約度）と残差のマップ  
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t t t Z ε γ δ + =
2 2
 
をゼロ切片回帰分析で推定し、γの最小 2 乗推定量の有意性検定を行えばよい。 
残差の 2 乗とインテグラル・アーキテクチャ度の 2 乗の推定結果は以下の通りである。 
（Y：残差の 2 乗、X1：インテグラル・アーキテクチャ度の 2 乗） 
Y=  0.0274＊X1  （ N=52、決定係数：0.075） 
(2.31) 
（注）回帰係数の下段（  ）内は t-値、Ｎはサンプル数 
（自由度 50 のｔ-分布の 1％点はｔ-値＝2.70 であるから、 帰無仮説：回帰係数=0 を 1％水準で
棄却することはできない） 
残差の 2 乗と労働集約度の 2 乗の推定結果は以下の通りである。 
（Y：輸出比率、X2：労働集約度の 2 乗） 
Y=  0.3610＊X2  （ N=52、決定係数：0.047） 
(1.91) 
（注）回帰係数の下段（  ）内は t-値、Ｎはサンプル数 











Y=  -0.518＊X＋0.257   （ N=52、決定係数：-0.013） 
(-0.565) (1.42) 
（注）回帰係数の下段（  ）内は t-値、Ｎはサンプル数 
推定結果の決定係数はゼロであり、回帰係数の t-値も低いのでインテグラル・アーキテク
チャ度と労働分配率のデータには、多重共線性は認められない。  































補論図 5 （ Y：インテグラル・アーキテクチャ度、X：労働分配率）のマップ  
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